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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第10期
第３四半期
連結累計期間

第11期
第３四半期
連結累計期間

第10期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 149,193 134,766 228,570

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △448 958 2,301

四半期純利益
又は四半期（当期）純損失（△）

(百万円) △994 952 △566

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △462 1,504 1,420

純資産額 (百万円) 30,605 33,985 32,487

総資産額 (百万円) 142,011 157,709 154,195

１株当たり四半期純利益
又は四半期（当期）純損失（△）

(円) △9.31 8.92 △5.31

潜在株式調整後
１株当たり四半期（当期）純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 21.5 21.5 21.0
 

　

回次
第10期
第３四半期
連結会計期間

第11期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 10.12 6.04
 

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ていない。

　　　２　売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　３　第10期第３四半期連結累計期間及び第10期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について

は、１株当たり四半期（当期）純損失が計上されているため記載していない。

　　　　　第11期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半

期純利益を下回らないため記載していない。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動

等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社及び連結

子会社）が判断したものである。

(1) 業績の状況

①経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政策効果の下支えにより内需は底堅く推移し、企

業の業績改善の動きが広がる等、景気は徐々に回復傾向が強まった。

　建設業界においては、復興関連予算の執行の他、民間設備投資の持ち直しを背景に建設投資は増加し

たものの、引き続き労務費・資機材価格の高騰が工事収益を圧迫する等、経営環境は厳しい状況で終始

した。

　このような情勢下において当社グループは、中期経営計画に基づき、採算性を重視した受注方針を徹

底するとともに、工業化・省力化等の創意工夫を凝らした技術提案による生産性向上に取り組む等、業

績の向上に努めてきた。

 当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は前年同四半期比14,426百万円減の134,766百万円、損

益面では営業利益は598百万円（前年同四半期は830百万円の営業損失）、同じく経常利益は958百万円

（前年同四半期は448百万円の経常損失）を、それぞれ計上した。これに、関係会社株式売却益234百万

円を特別利益に計上する一方、投資有価証券評価損24百万円を特別損失に計上し、税金費用等を加味し

た結果、四半期純利益は952百万円（前年同四半期は994百万円の四半期純損失）となった。
　
セグメントの業績は次のとおりである。

（建設事業（建築））

受注高は、国内民間工事及び国内官公庁工事等の増加により、前年同四半期比29,826百万円増の

138,174百万円となった。

　完成工事高については、国内民間工事及び国内官公庁工事の減少等により、前年同四半期比

15,724百万円減の106,993百万円となった。セグメント利益については、前年同四半期比1,322百万

円増の1,731百万円となった。
　

（建設事業（土木））

受注高は、海外工事及び国内官公庁工事等の増加により、前年同四半期比27,771百万円増の

57,425百万円となった。

　完成工事高については、国内民間工事が減少したものの、国内官公庁工事及び海外工事の増加に

より、前年同四半期比1,265百万円増の26,393百万円となった。セグメント利益については、前年同

四半期比379百万円増の717百万円となった。
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（不動産事業等）

不動産事業等売上高については、前年同四半期比32百万円増の1,378百万円となった。セグメン

ト利益については、前年同四半期比29百万円増の310百万円となった。

　

②財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末と比較して、受取手形・完成工事未収

入金等が売上債権の回収により8,876百万円減少し、また、現金預金が8,377百万円減少した一方、未成

工事支出金が20,581百万円増加した。この結果、総資産は、前連結会計年度末から3,514百万円増加

し、157,709百万円となった。

　負債の部は、前連結会計年度末と比較して、支払手形・工事未払金等の仕入債務が14,528百万円減少

した一方、短期借入金が11,983百万円、未成工事受入金が8,432百万円それぞれ増加したこと等によ

り、負債合計は2,016百万円増加し、123,723百万円となった。

純資産の部は、四半期純利益を952百万円計上したことにより利益剰余金が増加し、株主資本は945百

万円増加した。また、その他有価証券評価差額金及び為替換算調整勘定が増加したことによりその他の

包括利益累計額は550百万円増加した。これに少数株主持分を加味した結果、純資産は前連結会計年度

末と比較して1,497百万円増加し、33,985百万円となった。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

今後の見通しについては、依然として海外経済をめぐる不確実性は懸念されるものの、政府による経

済対策等により、景気回復の動きが確かなものになると期待される。

　建設業界においては、国土強靭化推進に向けた公共投資の実施に加え、企業の設備投資意欲の改善が

期待される等、今後も建設投資は堅調に推移するものと見込まれるが、なおも労働需給のひっ迫や資機

材価格の高騰による工事採算性の低下が懸念されることから、厳しい経営環境が続くものと予想され

る。

　当社グループにおいては、このような状況に対処すべく、技術力・提案力を駆使して顧客ニーズに対

応した最適なソリューションを提供するとともに、受注方針の徹底と適正な経営資源の配分により効率

的な経営を推進することで、企業価値の向上に向け不断の努力を重ねていく所存である。

　

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発費は398百万円であった。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年２月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 106,761,205 106,761,205
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

計 106,761,205 106,761,205 ― ―
 

(注) 平成25年６月25日開催の第10回定時株主総会決議に基づき、平成25年10月１日を効力発生日として、単元株式数

を10株から100株に変更している。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　    該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 106,761 ― 16,354 ― 3,893
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ず、記載することができないことから、直前の基準日である平成25年９月30日現在の株主名簿による

記載をしている。

① 【発行済株式】

   平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
 （自己保有株式）
 普通株式

14,550
― ―

完全議決権株式（その他）
 普通株式

106,710,630
10,671,063 ―

単元未満株式
 普通株式

36,025
― １単元（10株）未満の株式

発行済株式総数 106,761,205 ― ―

総株主の議決権 ― 10,671,063 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」及び「単元未満株式」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義

　 の株式がそれぞれ590株（議決権59個）及び５株含まれている。

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式１株が含まれている。

３ 平成25年６月25日開催の第10回定時株主総会決議に基づき、平成25年10月１日を効力発生日として、単元株

　 式数を10株から100株に変更している。

　

② 【自己株式等】

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
東急建設株式会社

東京都渋谷区渋谷一丁目16番14号 14,550 ― 14,550 0.01

計 ― 14,550 ― 14,550 0.01
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記

載している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けてい

る。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 23,097 14,719

受取手形・完成工事未収入金等
※３ 73,319 ※３ 64,443

未成工事支出金 13,745 34,327

不動産事業支出金 380 200

販売用不動産 577 761

材料貯蔵品 84 69

繰延税金資産 938 1,154

その他 6,804 6,457

貸倒引当金 △94 △99

流動資産合計 118,854 122,034

固定資産

有形固定資産 14,174 14,877

無形固定資産 316 277

投資その他の資産

投資有価証券 16,537 16,745

長期貸付金 279 267

繰延税金資産 972 503

その他
※２ 3,222 ※２ 3,168

貸倒引当金
※２ △162 ※２ △165

投資その他の資産合計 20,849 20,520

固定資産合計 35,340 35,675

資産合計 154,195 157,709

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 82,679 68,150

短期借入金 96 12,080

未払法人税等 215 91

未成工事受入金 16,676 25,109

完成工事補償引当金 1,254 987

工事損失引当金 3,130 2,914

賞与引当金 1,273 492

訴訟損失引当金 130 －

預り金 6,949 6,273

その他 1,693 1,007

流動負債合計 114,100 117,107

固定負債

長期借入金 2,347 1,967

退職給付引当金 3,270 2,599

不動産事業等損失引当金 1,470 1,470

繰延税金負債 － 18

その他 518 560

固定負債合計 7,607 6,616

負債合計 121,707 123,723
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,354 16,354

資本剰余金 3,893 3,893

利益剰余金 10,495 11,447

自己株式 △38 △44

株主資本合計 30,705 31,651

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,729 2,205

為替換算調整勘定 △24 50

その他の包括利益累計額合計 1,704 2,255

少数株主持分 77 79

純資産合計 32,487 33,985

負債純資産合計 154,195 157,709
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高

完成工事高 147,846 133,387

不動産事業等売上高 1,346 1,378

売上高合計 149,193 134,766

売上原価

完成工事原価 141,227 125,741

不動産事業等売上原価 932 876

売上原価合計 142,159 126,618

売上総利益

完成工事総利益 6,619 7,645

不動産事業等総利益 414 501

売上総利益合計 7,033 8,147

販売費及び一般管理費 7,863 7,548

営業利益又は営業損失（△） △830 598

営業外収益

受取利息 10 30

受取配当金 127 148

持分法による投資利益 397 431

その他 91 122

営業外収益合計 627 732

営業外費用

支払利息 103 95

為替差損 38 163

その他 103 114

営業外費用合計 245 372

経常利益又は経常損失（△） △448 958

特別利益

関係会社株式売却益 10 234

訴訟損失引当金戻入額 45 －

特別利益合計 56 234

特別損失

投資有価証券評価損 414 24

特別損失合計 414 24

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△806 1,168

法人税、住民税及び事業税 154 195

過年度法人税等 53 －

法人税等調整額 △25 17

法人税等合計 183 213

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△989 955

少数株主利益 4 2

四半期純利益又は四半期純損失（△） △994 952
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△989 955

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 401 568

為替換算調整勘定 △9 △14

持分法適用会社に対する持分相当額 135 △3

その他の包括利益合計 527 549

四半期包括利益 △462 1,504

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △466 1,503

少数株主に係る四半期包括利益 3 1
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　偶発債務（保証債務等）

(1) 保証債務

（イ）連結会社以外の相手先の借入金に対する保証を行っている。

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

全国漁港・漁村振興漁業協同組合連合会 67百万円 67百万円
 

（注）上記の保証金額は、他社分担保証額を除いた当社の保証債務額である。

　

（ロ）連結会社以外の会社の工事入札、履行、支払に対する保証を行っている。

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

CH. KARNCHANG-TOKYU CONSTRUCTION
CO., LTD.

53百万円 541百万円

   

合計（イ）＋（ロ） 121 608
 

　

(2) 重要な係争事件

有限会社東広島ホテル開発より受注した請負工事について、同社の与信状況に疑念が生じたこと

から工事を中止したところ、同社の事業中止の原因が当社にあるとして、工事敷地の原状回復と明

渡し、支払済工事代金の返還と損害賠償の負担等を求める訴訟が同社より提起された。

　平成24年４月25日、東京地方裁判所は当社に対して工事敷地の原状回復と明渡し、工事代金等

348百万円及び遅延損害金の支払いを命じる判決を言渡したが、当社がこれを不服として控訴した

ところ、平成25年９月12日、東京高等裁判所より第一審判決を棄却する旨の判決が言渡された。

　これに対し同社は、平成25年９月25日、最高裁判所に上告及び上告受理申立てを行った。

　当社としては、この上告等が受理された場合、引き続き当社主張の正当性を争っていく方針であ

るが、現時点では当該係争事件による影響を予測することは困難である。

　

※２　その他（破産更生債権等）と貸倒引当金の直接減額表示

債権全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該貸倒引当金を債権から直

接減額している。
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

1,024百万円 998百万円
 

　

※３　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。な

お、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休業日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が四半期連結会計期間末日残高に含まれている。

 
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

受取手形 30百万円 1,089百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

る。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 449百万円 408百万円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
 配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日
定時株主総会

普通株式 320 3.00 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金
 

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

　該当事項なし。

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年12月31日）

１　配当金支払額

　　該当事項なし。

　

２　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間末後となるもの

　該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業等 計

売上高       

  外部顧客への売上高 122,718 25,127 1,346 149,193 ― 149,193

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

146 ― 32 179 △179 ―

計 122,865 25,127 1,379 149,372 △179 149,193

セグメント利益 409 337 281 1,027 △1,858 △830
 

（注）１　セグメント利益の調整額△1,858百万円には、セグメント間取引消去０百万円及び各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△1,858百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

　

　　当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

建設事業
（建築）

建設事業
（土木）

不動産事業等 計

売上高       

  外部顧客への売上高 106,993 26,393 1,378 134,766 ― 134,766

  セグメント間の内部売上高
　又は振替高

64 ― 18 82 △82 ―

計 107,058 26,393 1,397 134,849 △82 134,766

セグメント利益 1,731 717 310 2,759 △2,160 598
 

（注）１　セグメント利益の調整額△2,160百万円には、セグメント間取引消去０百万円及び各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△2,161百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

である。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益
又は四半期純損失（△）

（円) △9.31 8.92

　（算定上の基礎）    

　　四半期純利益又は四半期純損失（△） （百万円） △994 952

　　普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

　　普通株式に係る四半期純利益
　　又は四半期純損失（△）

（百万円） △994 952

　　普通株式の期中平均株式数 (千株) 106,746 106,744
 

（注）１ 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

が計上されているため記載していない。

　　　２ 当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純利益

を下回らないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２ 【その他】

該当事項なし。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士　　伊　藤　　栄　司

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士　　松　尾　　浩　明

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成26年２月７日

　　　東急建設株式会社

取締役会　御中

　

 

　

 

　

 

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

急建設株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成25年10月１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成

25年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東急建設株式会社及び連結子会社の平成25

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

 報告書提出会社）が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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